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特集報文：広域に発生した土砂災害の実態を効率よく迅速に把握するために 

SAR画像の後方散乱強度変化による土砂災害調査手法の適用

鈴木大和・松田昌之・野村康裕・中谷洋明
 

1．はじめに1 

 土砂災害による被害は広域に及ぶことがあり、人

家への直接的な被害に限らず、河道の閉塞や交通網

の寸断等による二次的な社会影響を引き起こすこと

がある。そのため、広域に発生する土砂災害に対し

て、その影響範囲を早期に把握する等の初動対応が

重要である。そこで、水管理・国土保全局は（国研）

宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」という。）

との間で「人工衛星等を用いた災害に関する情報提

供協力に係る協定」を締結し、災害時における衛星

画像等の活用強化を図っている1)。 

なかでも、JAXAが運用する陸域観測技術衛星2

号「だいち2号」（以下「ALOS-2」という。）には、

合成開口レーダー（以下「SAR」という。）が搭載

されている。SARは夜間に観測可能な能動型セン

サであるほか、悪天候時に観測できる全天候性とい

う特長があり2)、緊急性が高い災害初動時における

活用が期待される。一方で、SARの解析方法には

位相差干渉解析3)や偏波特性に着目した解析4)が良

く用いられてきたが、一般的に多発する土砂災害の

規模に対しては分解能が不足し、災害初動調査に適

した技術とは言えない。このため、豪雨後や地震後

に迅速に被災状況を調査できるSARの活用法の開

発が求められている。 

本研究ではSAR画像の後方散乱強度に着目し、

災害前後におけるその変化から土砂災害の発生を速

やかに特定する手法を検討した。本稿では、本手法

の実用化に向けた実災害時における適用性の検討結

果について報告する。合わせて、山地領域で適用す

る際の留意点と関連分野における適用の可能性を検

討した。 

2．方法 

2.1 SAR画像の後方散乱強度 
 SARから照射されたマイクロ波は地表面の凹凸

やテクスチャによって散乱が生じる。このうち、照

射側への散乱の大きさを後方散乱強度と呼ぶ（図-

1）。また、地表の各点における後方散乱強度に比

──────────────────────── 
Application of Sediment Disaster Survey Method by Difference 
of Backscattering Intensity over SAR Images 

例した濃淡を各画素として可視化したものがSAR

画像である5)。一般的に、水域等の滑らかな面に対

しては後方散乱強度が非常に小さく、森林は樹木の

幹等による複雑な散乱が生じて後方散乱が卓越する。 

 
図-1 後方散乱強度とその変化のイメージ 

2.2 SAR画像の後方散乱強度の解析方法 
 災害前後における後方散乱強度の変化に着目し、

図-1に示す（a）崩壊土砂の流入や（b）斜面崩壊

の蓋然性が高い場所を抽出する方法を検討した。 

後方散乱強度の変化を可視化するため、同一観測条

件の災害前後のSAR画像を用いて使用し、災害前

を赤、災害後を緑と青（混色によりシアン）として

カラー合成した画像（以下「強度差分SAR画像」

という。）を作成した。そして、表-1の関係に基づ

き、強度差分SAR画像の目視判読を行った。 

表-1 強度差分SAR画像上での色と後方散乱強度の変化 

色 災害前後の後方散乱強度の変化 例 

白 後方散乱強度があり、変化がない 森林、農地

黒 後方散乱強度が小さく、変化がない 海面、湖面

シアン 災害後に後方散乱強度が増加 
土砂流出 

漂流物 

赤 災害後に後方散乱強度が低下 
斜面崩壊 

浸水・湛水

2.3 実証実験の方法 
実証実験は2017年4月から開始した。台風の接近

や地震の発生等によって土砂災害発生の恐れが高

まった際には、JAXA側で協定に基づくALOS-2によ

る緊急観測がなされ、JAXAからSAR画像を取得し

て判読等の調査を行った。その結果は地方整備局等

に提供され、防災ヘリの飛行ルート選定や優先調査

範囲の決定等、初動調査計画の立案に活用された。 

実証実験においては判読結果提供までの所要時間

や検出した変化の規模とその精度等を整理した。 
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3．結果 

3.1 情報提供までの所要時間 
 平成30年北海道胆振東部地震時の対応について時系

列で整理した（図-2）。強度差分SAR画像の判読等を

行い、地震発生からおよそ12時間半後に速報結果を提

供した。天候の回復を待って15時頃から開始した防災

ヘリによる調査結果が出る前に情報提供することがで

き、衛星写真（SPOT-6）の撮影は地震発生から5日後

となった。また、SAR画像の判読によって高密度に崩

壊が発生したと推定した範囲について衛星写真と比較

すると、崩壊地の分布状況の整合が高く、速報結果の

信頼性が高いことが確認された（図-2）。 

 夜間や休日の対応を除いた実証実験の実績につい

て、情報提供までの所要時間を整理した結果を図-3

に示す。災害ごとにばらつきがあるが、平均すると

緊急観測後概ね5時間程度、発災後約半日程度で情

報提供されており、迅速性について十分に実用的水

準であった。ただし、平成29年7月九州北部豪雨の

事例のように、ALOS-2による観測機会を得るまで

に相当程度の時間を要する場合もある。また、平成

29年台風21号豪雨のように判読範囲が広大であっ

た場合、緊急観測から結果提供までの時間を比較的

長く要することになる。 

 

図-3 結果提供までの所要時間 

3.2 検出した変化の規模とその精度 
 実証実験の実績のうち、広域で多数の土砂災害が

発生した平成30年7月豪雨および平成29年7月九州

北部豪雨について、強度差分SAR画像の判読によ

り検出した変化の規模とその精度を分析した。空中

写真等から判読した斜面崩壊と斜面崩壊以外の箇所

の検出数を正射面積ごとに示す（図-4）。この結果、

1,250～2,500m2程度の狭小な変化についても高確

度に斜面崩壊の発生箇所と整合し、高い信頼性を

持って検出できていた。また、従来の解析手法4）

と比較しても十分に高分解能であることが確認で 

きた。 

図-2 平成30年北海道胆振東部地震時の対応 
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図-4 変化の規模ごとの崩壊および非崩壊箇所の検出数  

4．考察 

4.1 山地領域のSAR画像特性から生じる留意点 
4.1.1 観測条件による判読精度 
 SAR画像は電波照射の角度等による幾何条件の

影響を受ける。入射角が30度の電波照射方向に正

対する斜面を表面、その逆側斜面を裏面とする

（図-5）。このとき、全体に占める強度差分SAR画

像上の変化の検出数の割合（以下「検出率」とい

う。）を比較すると、表面での検出率が著しく低

い（表-2）。また、平成29年九州北部豪雨の際に

発生した76,600m2程度の斜面崩壊（大分県日田市）

を事例に視認性の比較を行った（図-6）。電波照射

方向に対する斜面向きの条件が悪いと、大規模な

斜面崩壊であっても判読することが困難となる。

これは、SARが斜め下方に電波照射する観測原理

上、画像化した際に電波照射方向側に山地が倒れ

込むレイオーバー効果6)によるものと考えられ、

SAR画像を扱う上でこの影響は軽減できない。実

用上はレイオーバーの影響を受けづらい平野部等

への土砂の流出によるシアン色の変化を確認しつ

つ、視認性が低い斜面向きを念頭に結果を解釈す

ることが必要である。 

4.1.2 森林伐採地等の類似した後方散乱強度変化 
 図-4において非崩壊箇所の検出数を比較すると

平成29年7月九州北部豪雨の方が多い。その要因

のひとつに森林伐採の影響が考えられる。斜面崩

壊の発生が予想される山地領域において、森林伐

採は斜面崩壊と類似した後方散乱強度の変化を示

すため、その判別が困難となる（図 -7）。対策と

しては、①平野部等への土砂の流出によるシアン

色の変化の有無を確認、②人為的な矩形や規則性

等の変化の形状から判断、③災害直前の衛星写真

や航空写真による伐採の有無の確認が考えられる。  

 
図-5 電波照射方向に対する斜面向きの概念図  

表-2 電波照射方向に対する斜面向きごとの検出率  

検出率 

［％］ 
平成30年7月豪雨 

平成29年7月 

九州北部豪雨 

表面 5.2  2.0  

裏面 63.2  69.2  

 

図-6 電波照射方向が異なる場合の視認性比較  

 
図-7 森林伐採地の検出例（山形県鶴岡市）  

4.2 関連分野での適用の可能性 
4.2.1 道路分野 

平成30年7月豪雨時に高屋JCT（広島県東広島

市）付近において道路への土砂流入が発生した。

当被災箇所について強度差分SAR画像上でシア

ン色の変化が確認できた（図 -8（a））。これは舗

装面に土砂や木々が流入した結果、後方散乱強度

が増加したことによるものと考えられる。また、

平成28年熊本地震時には、阿蘇大橋（熊本県南

阿蘇村）が落橋した。これは、落橋によって橋梁

部における散乱が大幅に低下した結果、赤い色の

変化として確認できたと考えられる（図-8（b））。 

山陽自動車道と阿蘇大橋は東西方向に拡がる。

一方、ALOS-2は南北方向の軌道で横斜め下方に

観測するため、地形の倒れ込み等の影響は東西方

向に発生する6)。今回は観測条件と地理的条件が
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幾何学的に良好な関係にあり、十分な衛星視野が

確保されたと推察される。詳細な適用条件の検討

のために他の事例で検証を重ねていく必要がある。  

4.2.2 ダム・港湾分野 
 平成29年7月九州北部豪雨時に寺内ダム（福岡

県朝倉市）に大量の流木が流入した。強度差分

SAR画像上の湛水域上流側にシアン色の変化を

確認でき、漂流する流木が水面を覆うことで後方

散乱強度が増加したと推察される（図-8（c））。 

大規模な出水後には海洋にも流木が流出するこ

とがあり、平成30年7月豪雨等では海洋環境整備

船による流木等漂流物回収の対応が困難を窮めた

7)。強度差分SAR画像を用いることで、大規模出

水後における流木等漂流物の影響範囲を効率的に

特定できる可能性がある。 

5．まとめ 

 災害前後におけるSAR画像の後方散乱強度の変

化に着目した土砂災害の発生を速やかに特定する

手法を検討した。迅速性と分解能の両面において

実用的水準にあることを確認し、山地領域で適用

する際の留意点を整理した。また、関連分野にお

ける災害初動対応にも有効な可能性が示唆された。 

地方整備局等の災害対応時の効率性を向上させ

るため、衛星画像等の一層の活用が求められてい

ることから、被害範囲の早期の絞り込みによる的

確な初動調査を支援できる技術として、本検討の

結果について国土技術政策総合研究所資料として

取りまとめる予定である。 

 

本研究は、国土技術政策総合研究所および宇宙

航空研究開発機構による「陸域観測技術衛星2号

「だいち2号」による土砂災害監視手法の開発に

関する共同研究」によって実施されたものである。  

 
図-8 関連分野における強度差分SAR画像の適用結果  
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